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1
筑波技術大学とは？

　筑波技術大学の前身である筑波技術短期大学は、聴覚・視覚障害者を対象とする我が国唯一
の高等教育機関として、1976 年に設置されました。そして 2005 年に 4 年制の筑波技術大学と
して開学し、現在に至ります。
　本学には、主に聴覚障害の学生が学ぶ天久保キャンパスと視覚障害の学生が学ぶ春日キャン
パスがあり、本書では天久保キャンパスの学生と彼らが持つ聴覚障害についてご紹介します。

筑波技術大学天久保キャンパス
（聴覚障害）の学生とは？

筑波技術大学天久保キャンパス（聴覚障害）の学生とは？

　天久保キャンパスには工学系とデザイン系の専門分野を持つ産業技術学部があり、入学資格
に「両耳の聴力レベルがおおむね 60 デシベル以上のもの又は補聴器等の使用によっても通常の
話声を解することが不可能もしくは著しく困難な程度のもの」という要件を定めていることか
ら全ての学生に聴覚障害があります。産業技術学部では、1 学年あたり約 50 名の学生が、1 ク
ラス 10 ～ 15 人という少人数体制で、基礎学力、専門知識、専門技能の獲得を目標とした指導
を受けています。
　また、2010 年に設置された大学院技術科学研究科（修士課程）の学生が各専攻、コース 1 ～
2 名という指導体制で「高度な専門技術者・指導者の育成」を目標とした指導を受けています。
学生の障害の程度や障害を持った時期は多様ですが、重度の聴覚障害がある学生でも、本人の
努力によって高い能力を身につけた者が大勢います。なお、これは障害の有無を問わず言える
ことですが、能力や適性に関する個人差がありますので、以降の聴覚障害に関するご説明をご
一読の上、ご理解・ご配慮いただければと存じます。
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聴覚障害とは？

　聴覚障害とは、文字通り「聞くこと」が困難である障害です。聴覚障害の程度は、聴力（dB：
デシベル）または身体障害者手帳の等級で示されます。ただし、聞こえ方にはひずみがある場
合が多いため、音声の聞き取りやすさをこの指標だけで判断することはできません。（ひずみが
ある音声とは、ラジオでノイズが入っている状況に似ていると言われています。音を大きくし
ても、話の内容を聞き取ることは困難です。）特に話し言葉の聞き取りの得意・不得意には、聴
力型（周波数ごとの聴力の程度）や生育歴（日常的なコミュニケーション手段の違い等）など
も深く関わってきます。
　聴覚障害者とのコミュニケーションについては、次の項目にて詳しくご説明します。

聴覚障害について
（初めての方へ）

２級 (100dB 以上 )

３級 (90dB 以上 )

４級 (80dB 以上 )

６級 (70dB 以上 )

音圧レベル (dB) と聞こえ

障害等級（聴力）
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聴覚障害者とのコミュニケーション

　一口に聴覚障害者といっても、個人のコミュニケーション能力や家庭でのコミュニケーショ
ン方法、教育歴（ろう学校か、一般校か、等）などによって、得意とするコミュニケーション
手段はまちまちです（詳しくは p.22「聴覚障害の分類」参照）。また、コミュニケーションの目
的や状況（仕事の打ち合わせ／雑談、1 対 1 の対話／多人数の会議、等）に応じて、いくつか
の方法が使い分けされます。
　ここでは、聴覚障害者とコミュニケーションをとる際に留意していただきたいことと、コミュ
ニケーションの方法についてご説明します。

「情報保障」という考え方

　聴覚障害者は、本人が意図せずとも自然に聞こえてくるはずの音や会話を聞き取ること
が困難であるため、第三者同士の会話を聞いて得られるような非公式な情報（「新人は早
めに出社する」といった暗黙のうちに慣例となっていること、等）を受容することが困難
です。これらの情報を上司や同僚の方々が意図的に伝えることで、情報が共有されていな
かったことから生じる様々な誤解を防ぐことができます。

　公的に伝えられる情報については、下記のような伝達方法が有効です。

●社内アナウンス（非常時や始業時刻等）、朝礼等
　音声を通したアナウンス、ニュース、業務の開始などの情報の伝達については、聴覚障
害者に対しては視覚提示機器（スクリーン表示、フラッシュランプ、等）を使用したり、
周囲の人々が知らせたりするといった配慮が必要です。

◆聴覚障害者とのコミュニケーションにおける留意事項

情報保障＝聴覚障害者の「聞こえない」「聞こえにくい」ことから生じる情報不足を補うこと。
（≒情報共有）

聴者の間で周知されていることがらが聴覚障害者には伝わっていない

特に聴覚障害者自身が関わる業務に関する情報を保障する配慮が必要

インフォーマルな情報を伝えることも信頼関係を構築する上で重要

聴
覚
障
害
に
つ
い
て
（
初
め
て
の
方
へ
）

2



聴覚障害学生雇用ガイド4

●個人向けの業務連絡等
　e-mail、ショートメール（携帯電話）、ファックス等、一般に普及している通信技術を
活用しましょう。例えば会議の議事録などを e-mail で通知するといった業務の一環とし
て行われていることがらも、聴覚障害者にとってはきわめて有用です。

基本的な留意事項
　ここでは、聴覚障害者とコミュニケーションをとる際にご留意いただきたいポイントに
ついて、日常会話や打ち合わせ等の 1 対 1 でコミュニケーションをとる場合と会議や講
習会等の集団でコミュニケーションをとる場合とに分けて、ご紹介します。（具体的なコ
ミュニケーション方法は p.8「具体的なコミュニケーション手段」参照）

「顔を見て」話す
　まず、その場の状況に関わらず大切なことは、正面から相手の「顔を見て」話すという
ことです。
　聴覚障害者は会話をするとき、声からの情報を得にくい分、口の動きや表情から得られ
る情報と併せて、話の内容を理解しようとします。その際に顔が横を向いていたり、背中
越しに話していたりすれば、得られる情報はとても不確実なものとなってしまいます。
　また、お互いに表情を確認しあうことで、自分が話した内容が相手に伝わったかどうか
を感じ取ることができます。この確認は、聴覚障害者とのコミュニケーションにおいて大
変重要なものです。

１対１のコミュニケーション（日常会話・打合せ等）
[話し始める前に ]
●照明や光に配慮しましょう
　話者が窓や明るい照明の前に立つと、逆光で顔や唇
が見えません。

●話し始める前に相手の注意を引きましょう。
　名前を呼ぶ、視界に入って手を振る、肩を軽くたた
くなどの方法で、まずは相手の注意を引きましょう。
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[ 自分が話す際に（伝えたい内容を確実に伝えるために）]
●アイコンタクトをとりましょう
　アイコンタクトは直接的なコミュニケーション
です。手話通訳等を介していたとしても、あくまで、
コミュニケーションの対象は聴覚障害者自身です。
通訳者ではなく聴覚障害者の顔を見て話し、また
判断や意見を求める相手は聴覚障害者であること
を忘れないでください。

●ゆっくり、明瞭に、自然に、簡潔な文章で話しましょう
　声を特段に大きくしたり、大げさな話し方をしたりする必要はありません。大げさな表
現や過度の強調は唇の動きを不自然にします。一つひとつのことばをはっきり発音するよ
うにしましょう。
　また、修飾語などが多く含まれる長い文章は相手を困惑させます。話すとき、または書
くときには、要点を整理し不必要なことばは省きましょう。

●筆談ではキーワードを示しましょう
　口話と筆談を併用したコミュニケーションでは、
話しことばを一言一句すべて書く必要はありませ
ん。キーワードや要旨、重要な語句、数値などを
書き示しましょう。

●話題の手掛かりを示しましょう
　聴覚障害者は会話を理解する上で手掛かりとなる単語（数字、固有名詞、聞き慣れない
専門用語など）が筆談やジェスチャー等によって示されると、会話の内容をスムーズに理
解することができます。これは特に読話に依存する人にとって重要です。

●「はい」「いいえ」だけではなく、具体
的な答えや意見を求めましょう
　聴覚障害者があなたの発言に対してう
なずいたとしても、あなたの言ったこと
を理解したとみなすことはできません。
なぜなら制約された音声や読話からの情
報は不確実だからです。
　そのため、説明や指示に際しては、要
点ごとに質問を入れたり復唱を求めたりといった方法で、相手の理解の程度を確認しなが
ら話すことが有効です。
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●通じないときは躊躇せず書きましょう
　自分の発言内容が通じていないと感じたときは、躊躇せずに書きましょう。また聴覚障
害者の発声が聞き取れないときは遠慮せずに書くことを求めましょう。

●仕事の指示等においては、実際にそれをやって見せましょう
　ことばによる説明だけでなく、実際のデモンストレーションは具体的な理解を促します。

[ 相手の話を聞く際に（自分は相手の伝えたい内容を正しく理解できたか？）]
●復唱しましょう
　聴覚障害者の発音が十分に聞き取れないときは、発話内容の要点を復唱し、相手に確認
を求めましょう。またあなたの話が伝わったかどうかを確認するために、相手に要点の復
唱を求めましょう。このプロセスは誤解を防ぐために必要です。

集団でのコミュニケーション（会議・講習会・研修等）
[共通事項 ]
●聴覚障害者それぞれのニーズに即した席を尋ねましょう
　一般に聴覚障害者は、話し手（会議場面では、進行役等発言機会の多い人）の顔を見や
すい位置、つまり話し手の正面の席に座ることを望みます。

●要約筆記などの情報保障を行いましょう
　1 対 1 の対話と比較して、会議や講師もしくは受講者とのやり取りが求められる講習会
のような場面では、聴覚障害者が会の進行状況を理解し、さらに自ら発言するということ
は非常に困難です。このような場では、パソコンを使った要約筆記や手話通訳（p.9「通
訳等を介したコミュニケーション」参照）が聴覚障害者の参加を容易にします。
　また要約筆記で記録された内容は、議事録として、もしくは講習会等の内容を記録する
ためにも有用です。
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●板書しながら話をするのはやめましょう
　ホワイトボード等を利用する場合、まず板書し、その後で相手の方を向いて説明しましょ
う。後ろを向いたまま話された内容は、理解できません。

[ 会議 ]
●情報共有のために配慮が必要であることを参加者の間で確認しましょう
　聴覚障害者が、聴者が多数を占める集団での話し合いに参加する際には、周りの方から
の配慮が必要です。グループのリーダーは、まず参加者に対して配慮が必要であることを
説明しましょう。

●一度に話すのは一人だけにしましょう
　複数の人が同時に話すと、それぞれの口の動き
を追うことができません。その場に手話通訳者や
要約筆記者がいる場合でも同様です（一度に 1 人
分の発言しか通訳することはできません）。一人の
発言が完了してから次の人が発言することを参加
者の間で確認しましょう。また、どの人が話して
いるのか、聴覚障害者に明示しましょう。
　発言者を指名する際は手で指し示す、または会場に 1 本のマイクを用意し、「マイクを
持った者のみ発言できる」というルールを作るといった方法が有効です。

●視覚的な補助手段を活用しましょう
　聴覚障害者にとって視覚は情報を受容するための最も重要な手段です。パワーポイント、
ビデオ、OHP 等によるプレゼンは、内容の理解を助ける意味で有効です。そして話し始
める前に、参加者が資料などを読む（見る）時間を十分にとりましょう。
　またホワイトボードに文や図を書くと、聴覚
障害者だけでなく、会議の参加者全員が話の流
れに共通認識を持つことができます。
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◆具体的なコミュニケーション手段

直接のコミュニケーション
　 口話 筆談 手話

方法

・話し手は口をはっきりと開
けて話し、聞き手は音声と相
手の口の形から話を読みとる

（読話 ( どくわ )）。

・紙やホワイトボード、簡易
筆談器などに文章、図などを
書いて意思の伝達を行う。

・手指動作等を用いる言語で
ある手話を使用し、意思の伝
達を行う。

有効な場面
・1 対 1 の場面での日常会話 ・正確さが求められるやりと

り、特に仕事に関するコミュ
ニケーション

・手話を身につけた者同士の
会話

特徴

・本学卒業生の多くは相手や
場面に応じて口話を用いてい
る。
・聴覚障害者同士の会話では
口の形の読み取りに終始し、
音声を伴わない場合がある。

・筆記に時間を要するが、あ
らゆる場面でのコミュニケー
ションで有効。

・本学卒業生のほとんどは手
話の技術を有しており、聴覚
障害者どうしの会話では手話
を用いている。

留意点

・障害の程度との関連で発音
の明瞭性や読話の技術には著
しい個人差がある。
・聴者にとっては簡便な手段
だが、聴覚障害者にとって読
話は非常な集中力を要するた
め、負担が大きい。
・正確に伝わらないことが多
いため、特に仕事に関するコ
ミュニケーションでは筆談の
併用が必須。

・語、文の理解、解釈など、
話し手の意図が聞き手に理解
されたかどうかを確認しなが
ら話を展開する必要がある。

・手話によるコミュニケー
ションを得意とする聴覚障害
者であっても、手話でなけれ
ばコミュニケーションが取れ
ないと考えているわけではな
く、相手や場面に即したコ
ミュニケーション手段を用い
ている。
・手話によるコミュニケー
ションは難しいと思われがち
だが、簡単な挨拶や数字と
いった片言の手話であっても
それを使うことで信頼関係の
構築や、よりよいコミュニ
ケーションにつながる。
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手話通訳 要約筆記

方法・
有効な場面

[ 方法 ]
・専門的技術を持った手話通訳者を配置し、その
場の音声を手話に変えて聴覚障害者に伝達し、ま
た聴覚障害者の手話表現を音声に変えて伝達す
る。

[ 有効な場面 ]
・即時的に情報を伝達する必要がある場面。
例）会議場面（議論の内容を踏まえて発言する必
要があるため）

[ 方法 ]
・専門的技術を持った要約筆記者が手書
き、またはパソコン入力でその場の音声
を文字に書き起こす。

[ 有効な場面 ]
・聴覚障害者自身が記録をとりながら音
声を聞く必要がある場面。
例）研修（手話通訳の場合はメモを取る
ために視線を外す間は通訳を見ることが
出来ないが、要約筆記は少し前の発言内
容が画面等に残っている）

特徴・
留意点

・日常的に手話を用いている聴覚障害者であって
も、手話通訳者とのやり取りに慣れているかは個
人差があるため、手話通訳を利用するか否かは、
対象となる聴覚障害者本人に尋ねてから判断する
必要がある。
・手話通訳には、手話の技術だけでなく手話→日
本語、日本語→手話の訳出に関する一定の技術が
求められる。そのため、職場内にいる手話ができ
る方に通訳を依頼せざるを得ない状況があったと
しても、通訳者に全てを任せるのではなく、周囲
の人、一人ひとりが情報保障に配慮する必要があ
る。
・通訳にはタイムラグが生じるため、発言者は通
訳の状況を確認しながら、話し始めると良い。（表
現が続いている場合は発話を待つ等）
・手話通訳は疲れると誤りが増えたり、通訳が遅
れたりするため、一人の通訳者が連続して通訳を
行うことができるのは 20 分程度。研修や講習会、
会議など、通訳が長時間にわたることが予想され
る場面では、2 名以上の通訳者が必要。

・議事録の作成とは異なり、非公式な発
言も書き示す。
・パソコンを使用する場合は（パソコン
要約筆記）、1 名の要約筆記者が入力する
方式と、2 名が連携して入力する方式が
ある。後者は、1 名入力のスピードでは
漏れてしまう情報をもう 1 名が補うこと
ができるため、入力者が熟達している場
合には、1 名入力よりも多くの情報を少
ないタイムラグで表示させることができ
る。
・一般的に、要約筆記では手話通訳より
もタイムラグが生じる。そのため、筆記
通訳の状況を確認しながら発話を開始す
る必要がある。

通訳等を介したコミュニケーション
●人を介して行う方法
　社内に専門技術を持った方がいない場合、外部に派遣依頼をすることになります。
　その際には期間に余裕を持って依頼を行う必要があります。また、部外者である者が精
度の高い通訳を行うためには事前に会社の事業内容や通訳を配置する場面・状況に関する
予備知識を得ておくことが有効で、会議や研修等の場合には事前の資料提供を求められる
ことがあります。（依頼内容等の詳細は下記の表参照。）
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手話通訳 要約筆記

依頼方法

・現在、手話通訳者の派遣は「障害者総合支援法」
に基づく「地域生活支援事業」の中の「意思疎通
支援事業」として各市町村の必須事業として行わ
れている。
・通訳者の派遣を行っている機関は、都道府県等
の聴覚障害者情報提供施設、等。（不明な場合は
各市町村の障害福祉所管課にお問い合わせくださ
い。）
・なお、事業所が依頼する手話通訳者の派遣料は、
障害者雇用納付金制度に基づく助成金の対象とな
る。

・要約筆記を社外に依頼する場合は、手
話通訳同様、各市町村の障害福祉所管課
へ。

（地域によっては、NPO 法人等の民間団
体が支援を行っている場合もあります。）
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手話通訳イメージ

手書き	要約筆記 (OHP) イメージ
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機器等を介したコミュニケーション
● FM補聴システム
［方法］
　専用の補聴器を使用している聴覚障害者がいる場合、発言者が専用の送信機（マイク）
を装着することでその音声を直接補聴器へ送ることができる。

［有効な場面］
　研修会、会議等、主な発言者が限られる場面。

［特徴］
　雑音に左右されず、発言者の声をより鮮明に補聴器へ送ることが出来る。

［留意点］
　会議などの集団対話場面では、話者は必ず補聴システム用の送信機を装着する（1 台の
送信機を交代で使用する）、同時に複数の参加者が発言をしない等の取り決めを参加者全
員が守るような司会進行が求められる。

●チャットによる会議
［方法］
　パソコンのチャット機能を用いて発言内容を入力し、パソコン画面を経由してコミュニ
ケーションをとる。

［有効な場面］
　少人数の会議で参加者がキー入力に慣れている場面。

［特徴］
　障害者の有無にかかわらず、おもに若手社員の間で普及しているこの方法は、聴覚障害
者にハンディキャップのない環境を提供することが出来る。

●最新の技術を利用した手法（ご紹介）
　近年、遠隔通訳（遠方から、聴覚障害者が持つ携帯ゲーム機やスマートフォン等の携帯
端末に要約筆記のデータや手話通訳の映像をリアルタイムで送信する方法）等、最新の機
器を用いた情報保障が導入されつつあります。
　音声認識技術に関しては、それ単独では誤字脱字が必ず生じてしまうものの、一対一で
の会話の際に、発話者が注意して発話し、もしも重要な語句（例えば、待ち合わせの場所
や時刻など）が誤っている場合には簡単に手書きなどで正しい語句を伝えることで、この
技術は意思疎通の補助として実用的になりつつあります。
　一方で、多人数での会話の際には、機器の構成等に工夫をしながらも、前述の [ 会議 ]
での配慮と同様に参加者からの配慮が必要です。
　他に、音声認識を情報保障の一部として利用し、必ず出現してしまう誤字脱字を複数人
の手によりリアルタイムに修正するという方法もあります。これはパソコンを用いて行う
要約筆記に音声認識を加えた新しい手法です。
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筑波技術大学の就職指導

　本学では、就職支援体制として「就職委員会」を設け、各学科、障害者高等教育研究支援センター
の教員がその任にあたり、本学学生の求人・雇用等に関する相談にご対応しております。

　就職委員会では、下記のようなご相談に対応することが可能です。
　◆本学学生への求人について
　◆聴覚障害学生の採用における配慮等について
　◆インターンシップについて
　◆本学卒業生や聴覚障害者一般の職場適応等に関するご相談
　ご相談の際は p.25「問い合わせ先」へご連絡ください。担当窓口の者が就職委員の教員へお
繋ぎします。
　※上記はあくまで参考例ですので、ご相談が上記の内容に当てはまらない場合も、
　是非一度ご連絡ください。

本学学生の採用に
当たって

就職活動の流れ

　本学の学生が会社から内定を得るまでのプロセスは、大きく分けて「学校推薦」「大学紹介」「自
由応募」に分けられます。ただし、１社に応募して必ず合格するというわけではないので、一
人の学生がいくつかのプロセスをたどる場合もあります。

１）学校推薦
　教員が学生と会社の間に入り話が進められます（右図の「その
１」）。企業等から学校に求人があった場合、あるいは教員から企
業等に採用を打診した場合（実習を行った企業等）などでは、こ
のかたちがとられます。（大学より推薦状を発行いたします。）

企業等

求人 相談

教員の推薦

入社試験、職場実習

内定

面接会、会社説明会
教員以外の紹介、他

応募

入社試験

内定

3
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その１：学校推薦
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３）自由応募
　基本的に学生が自分自身で就職先を探します（右図の「その
３」）。ハローワークや Web サイト等から案内される障害者対象
の集団面接会を通して応募する会社を探すのが一般的です。企業
が個別に実施する会社説明会に参加し応募するという場合もあり
ますが、障害者対象の会社説明会を実施する会社はごく僅かであ
るというのが現状です。
※企業からのご要望に即して、本学校内で会社説明会等を行うこ
とができます。ご希望の際は p.25「問い合わせ先」へご連絡くだ
さい。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２）大学紹介
　教員から学生へ求人情報を提供し、教員の紹介により学生が応
募します（右図の「その２」）。また、教員から企業等へ紹介状を
出すことがあります。	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その２：大学紹介

企業等

求人 相談

教員の推薦

入社試験、職場実習

内定

面接会、会社説明会
教員以外の紹介、他

応募

入社試験

内定

企業等

求人 相談

教員による紹介、
求人情報の提供

入社試験、職場実習

内定

応募（教員の紹介）
本
学
学
生
の
採
用
に
当
た
っ
て
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その３：自由応募
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●実技試験
　コンピュータ等の操作を求める試験では、
聴覚障害者は試験官とモニター画面の両方を
同時に見ることができません。したがって聴
者のように指示を聞きながら操作をすること
は困難です。あらかじめ指示内容を書面にし、
一つひとつの項目をペンで指し示したり、十
分な時間をとって説明をしてから操作を求め
るといった配慮が必要です。

本
学
学
生
の
採
用
に
当
た
っ
て
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採用試験における留意点

●筆記試験、適性検査
　試験に関する説明や教示に際しては、内容をホワイトボードや紙に書き示すなどの配慮が必
要になります。静かな部屋であれば、補聴器を介して音声を聞き取り、あるいは話者の口形を
読み取り（読話）、話の内容をある程度理解することができる学生もいますが、この場合でも要
点を書き示すなどの措置は必要です。
　開始、終了の合図は、応募学生と視線が合っている場合は、「始め」「終わり」をはっきりし
た口形と音声で伝えることができます。応募学生が下を向いている場合は、目の前で手をふる、
軽く机をたたくといった方法で、まずはアイコンタクトをとりましょう。応募学生が複数の場
合は、部屋の照明を点滅させることによって注意をひくことができます。
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●面接
　通訳者を介して行う場合とそうでない場合があります。障害者を対象とした集団面接会など
では概して手話通訳者が配置されています。ただし、聴覚障害の程度にかかわらず通訳者を介
さない面接を望む者、あるいは手話の技術が十分でない者もいます。

[ 通訳を介さない場合 ]
　通訳を介さない面接では、筆談が欠かせません。応募学生の障害の程度が軽いと思われる場合、
あるいは応募学生自身が口話によるコミュニケーションを希望する場合でも、重要な事項に関
しては要点やキーワードを書き示しましょう。また応募学生の発音が聞き取れない場合は遠慮
せずに書くことを求めて下さい。
　面接官が複数の場合は、ホワイトボードを使用することにより、質問、応答の全てを参加者
が同時に確認することができます。面接官、応募学生の双方が手話のスキルを有する場合は、
コミュニケーションはいっそうスムーズになりますが、この場合でも重要な事項は筆談により
確認しましょう。

[ 通訳を利用する場合 ]
　手話通訳を介した面接では、質問、応答の毎に通訳が完了したことを確認し、次の質問、応
答に移りましょう。また専門用語や一般的でない用語は書き示すようにしましょう。

●インターンシップ
　職場での実習を行うインターンシップ（授業科目）は、企業側と応募学生の双方にとって非
常に有益です。特に聴覚障害者を初めて採用しようとしている企業等にとっては、実習を通し
て学生の能力やコミュニケーションの特性をある程度つかむことができるでしょう。
　また学生にとっても、仕事の内容や職場の様子を知ることができます。実習は、大学側から
企業等に依頼して実施する場合が多いのですが、逆に企業等からの提案、要請で実施すること
も可能です。
　実施に際しては、大学側の担当教員と連絡を取り合い、期
間等について調整していただく必要があります。まずはp.25

「問い合わせ先」までご連絡ください。
　また、学生によっては社員寮などの利用を希望する場合
がありますので、可能な範囲でご対応ください。寮が利用
できない場合でも、実家や大学の宿舎から通勤したり、学
生自身が近隣の宿泊施設を手配したりすることも可能です。

本
学
学
生
の
採
用
に
当
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て
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採用に向けた能力、適性の把握

●障害に関する個人差
　聴覚障害者と一口に言っても、障害の程度や特性には大きな個人差があります。一般の人々
が聴覚障害を意識するのは、「聞こえ」や「発音」ですが、聴力の損失が重いほど聞くことは困
難であり、また発音の明瞭度も低くなるという傾向があります。
　ただし下の図に示すように、聴力（dB）と大学における成績の間には関係がありません。採
用にあたってはコミュニケーションの特性だけでなく、一般の採用と同様に職務に関わる諸能
力や意欲、パーソナリティを重視することが有用な人材の確保に結びつきます。

聴力と成績の関係（※）

※ 2019 年 9 月	聴覚障害系就職委員会	作成
　聴力は良耳の平均聴力レベルで、周波数	500，1,000，2,000Hz	のそれぞれの聴力レベルを a,b,c	
dB	とした場合（a+2b+c）/4	で算出したものである。
　ただし、スケールアウトが一つでもある場合は、その周波数の閾値にプラス 5 デシベルとし
計算した。
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聴覚障害者どうしを比較することはやめましょう

　卒業生から「職場の人から、発音やコミュニケーション手段について同じ会社の聴覚障害者
と比較される」という声を聞くことがあります。例えば「○○さんの発音は聞き取れるのにあ
なたの発音は聞き取りにくい」というようなことです。
　別項で述べたように、聴覚障害の程度には大きな個人差があります。聴力が異なる人の間で
障害の様相が異なるのは当然ながら、聴力が同程度あるいは障害者手帳の等級が同じであって
も、発話や聞き取りの状況は、失聴時期、聴力型、生育歴により相当に異なることを理解しましょ
う。聞き取りや発音の違いを比べて「努力の差」であると決めつけるのは誤りです。

聴覚障害者の
雇用に関する留意事項

専門家の協力を得ましょう

　聴覚障害者の職場適応に関して問題が生じ、対応に苦慮した場合には、専門家に相談しましょ
う。卒業生の職場適応に関しては、専門知識を要する教員を本学から派遣することができます。
また管轄するハローワークを通してジョブコーチやカウンセラーを派遣してもらうことも可能
です。特にストレス等に起因する精神面の問題が懸念される場合には、問題を深刻化させない
ために早めの相談が必須です。

4
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　火災における煙や炎に関する緊急警報装置として、例えばフラッシュランプのような視覚的
なシグナルを発生するディバイスを使用しましょう。これは緊急時のバディシステムと同様に
有効です。工場や社員寮などではこのようなディバイスが必須です。

［緊急時の連絡方法］
　携帯電話のメール

［通勤に関する配慮］
　特段の配慮は不要。ただし災害、事故に遭遇した場合に連絡が遅れることがあります。（事故
等の情報が聴覚障害者に伝わらないことがあるため）

［寮における配慮］
　緊急時の警報（火災警報に連動したフラッシュランプなど）	、ドアチャイム連動ライト、振
動目覚まし、ＦＡＸ、文字放送チューナー

緊急時の備え
（設備等）5

5
緊
急
時
の
備
え
（
設
備
等
） フラッシュランプ

パトランプ

筆談ボード

文字放送
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法定雇用率

　民間の事業主は、以下の式によって計算される法定雇用障害者数以上の身体障害者・知的障
害者・精神障害者を雇用するよう義務付けられています。
　（法定雇用障害者数）＝（企業全体の常用労働者数の総数）×（2.2 ／100）
　「身体障害者」とは、「身体障害者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則）」の１～６級
の障害を有する者及び 7 級の障害を重複して有する者をいいます。また 1 級または 2 級の障害
を有する者及び 3 級の障害を 2 つ以上重複して有する者は「重度身体障害者」とし、身体障害
者数の算定等の際に、その 1 人を 2 人として計算します。
　（		「1 ～ 6 級」と聴覚障害の程度については、p.2「聴覚障害とは ?」を参照。
　　「7 級」など詳細については、身体障害者障害程度等級表を参照。）

障害者雇用に関する
行政的措置等

行政的な援助

　聴覚障害者を雇用する事業主に対しては、下記のような財政上の支援や優遇措置に関する様々
な制度が設けられています。例えば手話通訳者や要約筆記者を委嘱する場合には、雇用する聴
覚障害者の数に応じて障害者介助等助成金の適用を受けることができます。

　○特定求職者雇用開発助成金※ 1

　○職場適応訓練の助成
　○税制上の優遇措置
　○障害者雇用支援機器貸出事業
　○障害者雇用調整金・報奨金
　○トライアル雇用助成金
　○障害者雇用安定助成金
　○人材開発支援助成金

　○障害者雇用納付金制度に基づく助成金
　　・障害者作業施設設置等助成金
　　・障害者福祉施設設置等助成金
　　・障害者介助等助成金
　　・重度障害者等通勤対策助成金
　　・重度障害者多数雇用事業所施設設置等

助成金

　行政的な援助に関する資料の請求や相談に関しては、お近くのハローワーク、障害者職業セ
ンター（各都道府県）にお問い合わせください。

※ 1「特定求職者雇用開発助成金」については、筑波技術大学でも取り扱っております。
詳細は次頁以降をご参照ください。

6

6
障
害
者
雇
用
に
関
す
る
行
政
的
措
置
等



聴覚障害学生雇用ガイド20

筑波技術大学が取り扱える雇用給付金

　筑波技術大学が取り扱える雇用給付金は、「特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コー
ス）」です。それ以外の制度については、各管轄の機関にお問い合わせいただく必要があります。

●特定求職者雇用開発助成金とは？
　特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）は、障害者などの就職困難者をハローワー
ク又は有料・無料の職業紹介事業者の紹介により継続して雇用する労働者として雇い入れる事
業主に対して、賃金相当額の一部の助成を行うものです。
　短時間労働以外の雇用の場合の支給額等は次のとおりです。
　・支給額　50（120）万円　　※重度障害者の場合、100（240）万円
　・助成対象期間　1 年（２年）　※重度障害者の場合、１年６か月（３年）

（注）1．短時間労働者とは、一週間の所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満の者
　　 2．（　　）内は中小企業の場合。

●特定求職者雇用開発助成金の請求方法は？
　上記のとおり、特定求職者雇用開発助成金を受給するには障害者を採用するまでの過程で「ハ
ローワーク又は有料・無料の職業紹介事業者の紹介」を受けている必要があります。本学は平
成 22 年４月 30 日より雇用給付金取扱事業者となりましたので、「無料職業紹介事業者」として、
助成金請求の中の求人受付から支給申請までの手続きを行うことができます。
　御社が聴覚障害学生を雇用する場合、筑波技術大学への求人申し込みから、当該助成金の支
給申請までの流れは原則として概ね次のとおりです。

➊　求人の申込　　【企業→大学】　　　求職登録　　【学生→大学】
　　　（求人票の送付）　　　　　　　　　（就職希望の提出）

 ↓

➋　制度の周知広報【大学→企業】
 ↓

➌　紹介（紹介状 [ 大学所定 ] の交付）　【大学→企業・学生】
 ↓

➍　面接（採用試験）　【企業→学生】
 ↓　

➎　採否結果（採否通知書 [ 大学所定 ] の発行）【企業→大学】
　　	採用通知【企業→学生】

 ↓　　

➏　紹介証明書交付【大学→企業】
 ↓

➐　雇入登録届 [ 所定様式 ] 送付【企業→大学→職安】
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　以上を受け、「申請の案内」「支給決定」等は、公共職業安定所において行います。

【様式】紹介状・採否通知書
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◆障害が発生した時期による分類

　障害が発生した時期により、先天性（遺伝性、胎内後天性）と後天性（生後）に分類されます。
ただし、先天性であるか後天性であるかということよりも、日本語を獲得する年齢以前の失聴
なのか、児童期以降に突然失聴したのか、聴力が段階的に低下してきたのか、あるいはある年
齢で突然聴力が急激に低下したのかといったことがらが、コミュニケーションの特性などと深
く関係しています。

●言語獲得期以前の失聴
　ことばを聞く、話すという能力は乳幼児期に培
われます。またことばを聞く、話すという行為は、
読み書きの土台となります。ところが生来、また
は生後間もない時期に失聴した場合には、自分や
他者の音声を聞くことが著しく制約されるため、
話しことばや書きことばを培うための特別な指導
が行われます。先天性または生後間もない時期に
失聴した人々のほとんどは、幼児期、児童期にろ
う学校、難聴学級、ことばの教室などの専門機関で、
言語やコミュニケーションなどの特別な指導を受
けています。

●児童期、青年期以降の失聴
　青年期以降に突然聴力が低下したような人々は、
話しことばが聴者と同様であるため、周囲の人々
は聴覚障害に対する配慮を怠りがちです。口話（読
話）や手話などのコミュニケーション方法を持た
ない人の割合も高く、筆談が重要なコミュニケー
ション手段になります。

聴覚障害について
（もっと詳しく）
聴覚障害の分類
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◆教育歴による分類

●幼稚部から高等部まで一貫してろう
学校で学んだ場合
　授業や生徒同士の会話の際に手話が用いられ
る場合が多いため、手話に堪能で、情報保障手
段として手話通訳を好む傾向があります。

●一般の小学校、中学校、高等学校で学んだ場合
　日常生活が口話中心となるため、手話を用いた経験がない、あるいは少ない場合が多く、手
話よりも文字による情報保障を望む人が多いようです。

　ただし、ろう学校と一般の小、中、高等学校の両方に在籍した経歴を持つ人が多いため、教
育歴だけからコミュニケーションや情報保障の方法について判断することはできません。
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◆聾（ろう）、難聴、中途失聴

　聾、難聴という用語は必ずしも障害の程度を表すわけではありません（法律や規則（身体障
害者福祉法等）での使用を除く）。一般的には、難聴より聾の方が重いというイメージがありま
すが、聴力障害の程度に関わらずコミュニケーションの特性で使い分けられる場合、あるいは
聴覚障害者自身が自己のアイデンティティを込めて使う場合があります。ろう学校出身者（在
籍期間が長かった人）は聾で、一般校出身者が難聴であるという見方をする人もいます。
　中途失聴という用語は、主に青年期以降（中等教育を受ける年齢以降）に正常な聴力が急激
に低下した場合を指します。徐々に聴力が低下した場合、あるいは乳幼児期からの聴力障害が
ある時期に急激に低下した場合も中途失聴と同様の特徴（発音などに特異性がみられない等）
がみられる場合があります。
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本学学生の求人、聴覚障害者の雇用に関する相談等

　ご相談は、下記の窓口にて受け付けております。
　こちらの窓口にてまずご相談内容をうかがい、そこから就職委員の教員へご案内した後、具
体的にお話を進めさせていただきます。

〒 305-0005
茨城県つくば市天久保 4-3-15
国立大学法人筑波技術大学
聴覚障害系支援課学生係
Tel	：029-858-9326
Fax	：029-858-9335
E-Mail	：gakuseia@ad.tsukuba-tech.ac.jp

問い合わせ先
8
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